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資料４

地方独立行政法人山口県産業技術地方独立行政法人山口県産業技術地方独立行政法人山口県産業技術地方独立行政法人山口県産業技術センターセンターセンターセンターのののの組織体制組織体制組織体制組織体制についてについてについてについて

１ 基本方針

中期目標・中期計画の的確な実行に資する組織体制を構築する

２ 県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に資する組織体制の構築

多様化・高度化する企業ニーズに迅速かつ的確に対応するために、

新たに「企業支援部」を設置

① 県内企業が直面する課題への技術支援の強化

→ 「技術相談室」を設置し、技術支援にかかる専門スタッフを配置

《現 状》

《独法化後》

※Ｇ＝グループ

Ａ社

研究員

研究員

研究員

【問題点】

■企業が技術支援を受け

たい場合に、個々の研

究員が個別にそれぞれ

対応しており、一元的

相談体制が図られてい

ない。

大 学

高 専

企業支援Ｇ

【技術相談室の役割】

■一元的相談窓口となり

ワンストップサービス

体制を構築

■企業支援Ｇ間の連携を

図り、相談対応体制を

コーディネート

■センターで対応できな

い場合は、大学・高専

等他機関へ繋ぐ

技 術 相 談 室技 術 相 談 室技 術 相 談 室技 術 相 談 室

Ｂ社 Ｃ社

研究員

企業支援Ｇ

企業支援Ｇ

企業支援Ｇ

Ａ社相談 Ｂ社相談 Ｃ社相談

相談内容に応じ、手厚い相談対応体制を構築

Ａ社 Ｂ社 Ｃ社
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② 県内企業の持続的発展に寄与する研究開発の推進

→ ５部を１部にまとめ、各専門分野に特化した７グループ制へ移行

《現 状》 ※丸数字は職員数

《独法化後》）

【問題点】

■対外的にセンターの専

門分野・得意分野がわ

かりにくい

■５部制により、横断的

取組の調整に一定の時

間を要する

【グループ制の役割】

■専門技術・研究テーマ

に着目したグループ化

により、わかりやすい

組織を構築

■グループ単位の少人数

化により、まとまりの

あるチーム力を発揮し

各研究開発を推進

■５部→１部により、迅

速な意思決定に資する

技術次長

部 長

生産システム部⑫

研 究 員

部 長

材料技術部⑧

研 究 員

部 長

食品技術部⑤

研 究 員

部 長

デザイン部④

研 究 員

部 長

戦略プロジェクト部⑧

研 究 員

※ＧＬ＝グループリーダー企業支援部

部長・

副部長

加工技術ＧＬ 研究員

設計制御ＧＬ 研究員

電子応用ＧＬ 研究員

デザインＧＬ 研究員

材料技術ＧＬ 研究員

環境技術ＧＬ 研究員

食品技術ＧＬ 研究員

縦割り的な部制を廃止し、企業ニーズに応じ、
臨機応変に「研究開発プロジェクトチーム」
を結成
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③ 県内企業の新たな事業展開に向けた産学公連携の取組

→ プロジェクトマネジメント体制により作成された事業化に向けた
シナリオを実行するため、「産学公連携室」を設置

協働

３ 組織図

《現行体制》 事務次長 総 務 課
企画情報室

所長 生産ｼｽﾃﾑ部
材料技術部

技術次長 食品技術部
デザイン部
戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ部

《独法化後》 非常勤理事 経営管理部 総務・人事グループ
経営企画グループ

理事長 常勤役員
企業支援部 産学公連携室

技術相談室
プロジェクトマネジメント体制

プ
非常勤理事 加工技術グループ ロ
(＝プロジェクトマネージャー) 設計制御グループ ジ
サブマネージャー（３） 電子応用グループ ェ

材料技術グループ ク
環境技術グループ ト
デザイングループ チ
食品技術グループ

ム
■ 経営委員会【経営に関する重要事項を審議】

(構成）理事長、常勤役員、非常勤理事、経営管理部長、
経営管理副部長、各グループリーダー

■ 企業支援委員会【企業支援に関する重要事項を審議】
（構成）理事長、常勤役員、非常勤理事、企業支援部長、

企業支援副部長、各室長、各グループリーダー

プロジェクトマネジメント体制

【役割】

○事業化に向けたシナリオ作成

○ニーズ・シーズの発掘

産 学 公 連 携 室

【役割】

○関係機関とのﾈｯﾄﾜｰｸ形成

○競争的資金への取組を推進

「事業化・製品化」を意識した実用化研究と産学公連携の加速化

〔経営管理担当〕

〔産学公連携担当〕


